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公益社団法人日本訪問販売協会 

役員報酬等規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、公益社団法人日本訪問販売協会定款第３２条の規定に基づき、役員

等の報酬等に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（報酬等） 

第２条 報酬等とは、報酬、賞与その他の職務遂行の対価として受ける財産上の利益およ

び退職手当とする。ただし、賞与は非常勤役員及び常勤顧問については除く。 

 

（報酬等の支給） 

第３条 会長(会員外に限る。以下同じ)及び常勤役員及び常勤顧問に対し、職務執行の対

価として、総会で承認された総額の範囲内で、理事及び顧問については理事会の決議に

基づく報酬等の額を、また、監事については監事の協議に基づく報酬等の額を、それぞ

れ支給することができる。 

２ 会長の報酬は、年額１００万円を限度とし、理事会において月額報酬を定めて支給する。 

３ 常勤役員の報酬、賞与は、年額１，５００万円を限度とし、理事会において月額報酬及

び賞与を定めて支給する。 

４ 常勤顧問の報酬は、年額３００万円を限度とし、理事会において月額報酬を定めて支給

する。 

５ 常勤役員の退職手当は、第８条に規定する退職手当の支給基準による。 

 

（月額報酬の支給日） 

第４条 役員及び顧問の月額報酬は毎月２０日に支給する。ただし、支給日が休日のとき

は、その前日をもって支給する。 

 

（日割計算） 

第５条 新たに役員、顧問となった者の就任した月の月額報酬は、日割計算によるものと

する。 

２ 役員、顧問が退職しまたは死亡したときは、その月までの月額報酬を支給する。 

 

 （賞与） 

第６条 賞与は、毎年６月及び１２月に支給する。 

 

（通勤手当の取り扱い） 
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第７条 役員及び顧問には、その通勤の実態に応じ、職員の通勤手当の支給基準に準じて

支給する。 

          

（退職手当の支給基準） 

第８条 退職手当は、役員が退職した場合は本人に、役員が死亡した場合はその遺族に支

給する。ただし、役員が定款第３１条の規定により解任された場合には退職手当は支給

しない。 

 ２ 役員が任期満了により退職した場合において、その者が引続き役員となった時は、前

項の規定にかかわらず、退職手当を支給せず、最終の退職時に退職手当を支給する。こ

の場合における在職月数の計算は、在職期間を通算して行う。 

  

 （退職手当の額） 

第９条 退職手当の額は、役員が退職し、または死亡した日におけるその者の月額報酬に

その者の在職月数に１００分の１２の割合を乗じて得た金額とする。 

２ 前項の規定による退職手当の額は、その者の職務実績及び本協会の経営状況に応じ 

１００分の３の範囲内において増減することができる。 

 

   （端数の処理） 

第１０条 この規程による退職手当の計算の結果生じた１００円未満の端数は、これを切

り上げるものとする。 

 

（規定の改廃） 

第１１条 この規程の改廃は総会の議決を経て行う。 

 

附則 

この変更規程は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公

益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第 106 条第

1 項に定める公益法人の設立の登記の日から施行する。 

 

附則 

この変更規定は、総会の承認日（平成２９年６月１６日）より実施する。 

 

 


